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財務省理財局長から各省各庁国有財産総括部局長宛 

  

 国有財産総合情報管理システムの実施に伴い、国有財産法施行細則（昭和 23年大蔵省令

92 号。以下「細則」という。）第 10 条の７の規定に基づく電磁的記録の作成に関し必要な

事項及び手続きについては、平成 22 年１月４日から下記によることとしたから通知する。  

               

記 

第１ 目的  

   本通達は、「国有財産総合情報管理システムの台帳記録・決算機能」（以下「システ

ム」という。）の実施に伴い、細則並びに平成 13 年５月 24 日付財理第 1859 号「国有

財産台帳等取扱要領について」通達（以下、「台帳取扱要領」という。）による国有財

産台帳の作成及び平成 13年５月 24日付財理第 1858号「国有財産増減及び現在額報告

書の作成等について」通達（以下、「決算通達」という。）による報告書の作成等につ

いて、適正かつ円滑な事務処理の確保を目的とする。 

 

第２ 用語の定義 

１ 「データ」とは、別に定める「国有財産総合情報管理システム業務マニュアル（台

帳記録・決算）」（以下「業務マニュアル」という。）の台帳記録・決算に係る情報で、

システムにより処理されるべきもの又は処理されたものをいう。 

 ２ 「口座番号」とは、省庁・部局ごと、会計ごと、分類・種類ごとの財産に付された

コードをいい、次項の管理単位を含むものとする。 

３ 「管理単位」とは、口座を構成する財産を区分・種目、用途、管理状況等により細

分したもの又はこれに付されたコードをいう。  

４ 「取得」とは、対象財産の数量又は価格が増加することをいう。 



５ 「処分」とは、対象財産の数量又は価格が減少することをいう。 

６ 「報告書等」とは、下記第６の１に掲げる帳票をいう。 

７ 「運用」とは取得又は処分以外で、対象財産を無償貸付又は分割等することをいう。 

８ 「システム利用者」とは、各省各庁においてシステムを利用する者をいう。 

９ 「利用者一覧」とは、システムに登録した利用者に関する情報を記録したものをい

う。  

10 「口座一覧」とは、口座の名称及び代表財産所在地等を記録したものをいう。 

11 「管理責任者」とは、国有財産台帳を管理する部局又は報告書等を作成する部局に

おいてシステムを管理する責任者をいう。 

 

第３ システムの構成及び運営 

 １ システムの構成 

   システムは、国有財産総合情報管理システムの各省各庁の国有財産台帳に関する財

産情報データの管理及び関連する業務機能を提供する国有財産データベースサブシス

テムにおいて、国有財産台帳の作成、報告書等の作成及び出力を行う機能であり、デ

ータは Webブラウザを利用し、各省各庁の職員が霞ヶ関 WAN、行政 LANから接続して使

用する。 

２ システムの運営 

(1) システム利用者は、財産の取得、処分又は運用（以下「異動等」という。）の都度、 

速やかにデータを入力して最新のものに更新する。  

(2) システム利用者は、下記第５に定める国有財産台帳に関するデータを入力し電磁 

的記録として適正に管理のうえ、国有財産に係る帳票を必要に応じて出力し活用す 

る。 

(3) システム利用者は、報告書等の出力のほか、記録されているデータについて、必 

要に応じ加工を行い適宜出力のうえ活用する。 

 

第４ システム管理の適正化 

１ システムの管理 

    管理責任者は、データの漏えい、滅失及びき損の防止等データの適正な管理に努め

るものとする。  

２ 利用者一覧の作成及び管理 

   管理責任者は、システム利用者に対し、利用者情報を入力させ利用者一覧を作成す

る。 

なお、その際利用者に対して付与したシステム利用の権限については、適正に管理

し、運用するものとする。 

 



第５ システムによる国有財産台帳の取扱い等 

システムによる国有財産台帳の作成にあたっては、以下のとおりとし、その他の規

定については、なお従前の例によるものとする。 

１ システムによる国有財産台帳の様式等について  

(1) 国有財産台帳の記録要領について 

    システムにより国有財産台帳に記録する場合には、国有財産の各区分について、 

本通達別表１「国有財産総合情報管理システムにおける国有財産台帳記録要領」に 

より作成するものとする。 

   （注） 細則第１号様式における「表紙」、「索引」及び「総括」については作成を要 

しない。 

  (2) 総括簿について 

   イ 各省各庁における総括簿については、部局で国有財産の異動等を記録すること

により作成するものとする。 

   ロ 総括簿の出力にあたっては、下記第６の１の(1)のイの出力帳票によるものとす

る。 

  (3) 数量の端数について  

システムによる数量の記録にあたっては、その端数は、小数点以下第三位を切り 

捨てる。ただし、区分が立木竹のうち立木及び船舶の端数は、小数点以下第四位を

切り捨てる。    

(4) 国有財産見込現在額報告書の取扱いについて 

国有財産見込現在額報告書についてはシステムにより出力できないことから、従 

前の例によるものとする。 

２ システム実施以降の国有財産台帳等の取扱い   

(1)  システム実施以降の国有財産台帳は、本システムに記録された国有財産に関するデ 

－タのうち本通達別表第２「国有財産台帳記録項目」に規定している各記録項目に係 

るデータを国有財産台帳の項目とする。 

(2)  本システム実施以前の紙媒体の国有財産台帳については、法定帳簿であることから、 

本システムのデータとともに履歴を共有する国有財産台帳として適切に保管管理す 

るものとする。また、一口座に属する財産が全て抹消された場合には、本システムに 

記録している口座番号を紙台帳の余白に記載したうえで、国有財産台帳を除外し、そ 

の各葉は、別冊ごとに細別して（適宜仕切紙等を用いる。）索引番号の順にバインダ 

ー式に編てつする。    

３ システムによる国有財産台帳の作成等 

システムによる国有財産台帳は決議書作成及び台帳入力により作成するものとする。 

なお、具体的な入力方法については業務マニュアルによるものとする。 

(1)  決議書の作成 



     国有財産の異動等に関するシステムへの記録は、「決議書」の作成により行う。 

システム利用者は所管する国有財産の異動等の都度、速やかに次の手順により入

力処理を行ったうえ、決議書を作成し決議に伴う台帳記録を行う。 

イ  システムで使用する決議書 

システムで使用する決議書は、国有財産の増減事由等毎に該当する様式（Ａ様式

「取得事務用」、Ｂ様式「運用事務用」、Ｃ様式「処分事務用」、Ｄ様式「管理態様変

更事務用」、Ｅ様式「異動（増）事務用」、Ｆ様式「異動（減）事務用」、Ｇ様式「異

動（増減）事務用」の７様式）によるものとする。 

（注） 決議書の決裁に関しては、システムから出力される様式にかかわらず各省各

庁の文書管理規則等に沿った様式を適宜採用して差し支えない。 

ロ 口座番号の設定及び管理         

決議書作成にあたり、財産の新規取得又は既存の口座の分割によって口座を新設

する場合には、口座番号を新たに設定（管理単位の設定を含む。）するものとする。 

システムにおける国有財産台帳は口座番号ごとに管理するものであることから、

口座番号の管理については口座一覧により常時適正に管理するものとする。    

(2)  台帳記録項目の入力   

     台帳記録項目は、本通達別表２による区分共通の記録項目と区分ごとの記録項目 

を必要に応じて入力するものとする。 

なお、国有財産法施行令（昭和 23年政令第 246号、以下、「令」という。）第 23 

条の規定に基づき台帳価格の改定を行う際に必要となる項目については、必ず入力

するものとする。       

 

第６ システムによる報告書等の作成   

   システムにより作成される報告書等については、次によるものとする。      

１ 作成される報告書等の帳票 

(1) 国有財産増減及び現在額報告書関係 

   イ 国有財産増減及び現在額報告書 

   ロ 国有財産増減事由別調書 

   ハ 政府出資等増減及び現在額内訳調書     

(2) 国有財産無償貸付状況報告書関係 

    イ 国有財産無償貸付状況報告書 

ロ 国有財産無償貸付状況事由別調書 

ハ 国有財産口座別無償貸付現在額調書 

２ 帳票の作成     

   各帳票は、本通達第５の３による国有財産の異動等に関する決議書データを基に、

確定年度の増減異動情報、年度末現在額について作成するものとする。 



 

第７  その他  

  １  システムからデータを取り出してこれを加工し、任意の分析表等を作成することが 

可能であるが、この場合においては、誤った分析表の提示等を防ぐため、データの抽 

出条件は明確にして対応するものとする。 

 ２  本通達により処理することが適当でないと認められる場合には、財務省（理財局） 

と協議のうえ処理することができるものとする。 



別表１ 

国有財産総合情報管理システムにおける国有財産台帳記録要領 

 

区  分 

 

 

記 録 要 領 

共通事項 （土地を基準とする口座） 

１．口座は、土地を基準として設け、土地の定着物並びにその上に存する官 

署その他に所属する動産及び権利は、その口座に整理する。 

２．土地を基準とする口座は、行政財産（森林経営用財産を除く。）にあっ 

ては用途別（例えば、何々庁舎、何々宿舎等の別）一区域ごとに、森林経 

営用財産にあっては森林管理署又は森林管理署の支署の管轄区域ごとに、 

また普通財産にあっては一区域ごとに設ける。 

 （注） 一区域とは、一体として利用される１団地をいい、土地の筆数は 

問わない。道路、水路等によって分割されている場合であっても、 

社会通念上一体として利用されるものと認められる限り、一区域と 

して整理することを妨げない。 

３．廃道敷、廃川敷等狭長な土地であって、一区域として整理し難いものに 

ついては、市区町村、大字、字又はこれらに準ずる地域ごとに適宜区分し 

て、それぞれを一区域とみなすことができる。 

（土地を基準としない口座） 

４．行政財産にあってはその官署等に所属する土地又は土地の定着物がない 

場合における動産及び地上権等以外の権利、普通財産にあっては動産及び 

地上権等以外の権利について、土地を基準とする口座に整理し難いものと 

して、土地を基準とする口座とは別に口座を設けるものとする。 

５．土地を基準としない口座は、当該財産を管理する官署等ごとに設けるが、 

「官署等」には部局等以外の実際に財産の管理を実施する出先機関等を含

むものとする。 

（口座名） 

６．土地を基準とする口座名は、行政財産（森林経営用財産を除く。）にあ 

っては、その用途別の名称を、森林経営用財産にあってはその森林管理署 

名又は森林管理署支署名とするものとする。ただし、二以上の区域の財産 

が同一の用途に供される場合には必要により適宜の名称とすることがで 

きる。 

また、普通財産にあっては、旧口座名又は特有の名称のあるものはその

旧口座名又は名称をとり、その他のものはその所在を略記するものとす

る。 



なお、将来一定の用途に供するものと決定したものについては、適宜こ 

れを表示する（例えば、○○庁舎予定地）。 

７．土地を基準としない口座名は、当該財産を管理する官署等の名称をとる 

ものとする。 

（口座番号） 

８．設定した口座には、省庁・部局ごと、会計ごと、財産の分類・種類ごと 

に口座番号を付さなければならない。 

  設定にあたっては、原則として部局ごとに管理している最後の口座番号 

の次の番号を付すものとする。ただし、これにより難い場合は、部局にお 

いて適宜口座番号を設定することができるものとする。 

なお、売払い、譲与等により一旦除却した口座番号について、「売払取 

消」、「譲与取消」等の事由により、口座を復活させる場合は、同一の口座

内に新たな管理単位を付した口座番号とする。 

（管理単位） 

９．同一の口座に複数の管理すべき財産がある場合には、区分、種目ごと、 

管理状況等に応じて管理単位を設け、別に管理するものとする。例えば、 

一の口座に土地と建物がある場合や、建物又は工作物のみを管理している 

場合で、建物の建築年月日が異なる財産又は工作物の耐用年数が異なる財 

産等については、別の管理単位を付与するものとする。 

（所在） 

10．所在については、土地を基準とする口座にあっては土地の所在を、都 

道府県郡市区町村大字字地番として記録するが、２以上の地番があると 

きは、その主要なものを記録する。 

土地を基準としない口座にあっては当該財産を管理する官署等の所在 

を記録する。ただし、これにより難いものは、便宜の方法によって適宜 

記録することができるものとする。 

（用途） 

11．用途については、口座名及び種目の記録によって口座の用途が明確に 

されない場合に適宜記録する。 

12．土地を基準とする口座は、行政財産（森林経営用財産を除く｡）にあっ 

ては、用途別一区域ごとに設けることとなるが、この場合の「用途」は、 

原則として次の基準により区別するものとする。 

①  公用財産については、国の事務又は事業の用と職員の住居の用と 

は、異なる用途とする。国の事務又は事業の用に供するものについて 

は、一の機関（法令に規定されている施設等を含む。）ごとに一の用 

途とする。 



（注） 一の機関の内部組織上の部課等は、原則として当該機関の用途に

包摂されるものとする。また、土地における建物敷地、貯水池敷地、

建物における事務室、応接室、研究室等は使用態様であって、一の

用途とはみないことに留意する。 

②  公共用財産及び皇室用財産にあっては、それぞれ公共又は皇室の用 

をもって一の用途とする。 

13．一の庁舎等が二以上の機関の用に供される場合で、それぞれの機関の 

用途別に分割して口座を設けることが難しいときは、一の口座として整 

理することを妨げない。 

（沿革） 

14．沿革については、台帳記録に至るまでの沿革を記録する。また、変動デ 

ータを伴わない所在、口座名、用途の変更又は、修正があった場合につい 

ても記録するものとする。 

（付属図面） 

15．付属図面については、台帳に付属する図面の番号及び名称（例えば、 

案内図、配置図、実測図等）を記録する。 

（借地） 

16．国有財産の存する土地の全部又は一部が借地である場合には、その所 

有者又は転貸人及び数量を記録する。 

（登記） 

17．登記については、国有財産について登記をした場合に、その目的（例 

えば、所有権移転、所有権保存等）及び登記嘱託書の受付年月日を記録 

する。 

（細分） 

18．細分については、細則における国有財産区分種目表摘要欄に掲げる細 

分について適宜記録する。 

（備考） 

19．備考については、以下事項を記録するものとする。 

 ①  土地等を処分又は所管換をした場合、その相手方及び売払代金等を 

記録する。 

 ②  台帳に記録後、隣接地の購入、所管換等により増となった場合、相 

手方の氏名又は部局名等を記録する。 

 ③  建物の増築、改築等により、構造上の変動を来した場合には、変動 

後の構造、例えば、「３階及び４階を増築」のように記録する。工作 

物、機械器具、船舶及び航空機についても同様とする。 

④  土地の地均し、建物の新築等にあたって、消費税及び地方消費税に 



相当する額が含まれる場合には、当該消費税及び地方消費税に相当す 

る額を記録する。 

⑤  その他財産管理上必要と認める事項 

（異動年月日） 

20．異動年月日については、得喪変更その他登録を要する事由の発生した 

年月日を記録する。具体的には、次により記録するものとする。 

①  購入、新築、租税物納、売払、交換、譲与等所有権の取得又は喪失に

係る異動については、その所有権の得喪の日（したがって、購入、売払

等で代金の支払い又は納付があったときを所有権の移転があったもの

とする場合には、代金の支払又は納付の日となる。） 

②  移築、改築、移設、改設、復旧、移転、修繕、模様替その他これらに

準ずる異動については、工事完了による引渡しの日 

③  所管換、所属替、引継、引受等国の機関の間の異動については、国有

財産受渡証書に記載された受渡しの日 

④  新規登載、実測、実査、報告洩、誤謬訂正、整理替等台帳整理上の異

動については、その事案の決議書が決裁された日。ただし、法令改正に

よる整理替は、その法令が施行された日 

（実測等に伴う価格の取扱い） 

21．土地の実測、あるいは立木竹の実査等によって、数量の増減を台帳に 

記録する場合は、この増減の数量に対する価格を計上する。 

（価格） 

22．価格については、令第21条の規定のほか、次によるものとする。 

なお、消費税及び地方消費税に相当する額がある場合には、それを含 

めた価格とする。 

①  購入に係るものは、令第21条の規定により購入価格（民間資金等の活

用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117

号）第２条第２項に規定する「特定事業（以下「PFI事業」という。）」

の用に供するために取得した場合の購入価格（建設工事費相当分）を含

む。）によるものであるが、この購入価格には購入に関する附帯費用、

例えば、調査費、物件移転費、営業上の損失等に対する補償等は含まな

い。また、PFI事業による場合の会社設立費、設計費及び工事監理費等

についても間接費であり、購入価格に含まない。 

②  所管換、所属替及び引受による増については、相手方の台帳価格によ

る。ただし、有償の場合には、当該有償価格による。 

③  交換、売払、所管換、所属替、引継等による減については、台帳に記

録されている価格による。 



④  土地改良事業又は土地区画整理事業によって受けた換地については、

換地告示における時価による。 

23．共有持分の国有財産について、新たに増減及び現在額を記録する場合 

には、数量は「零」とし、価格は国の持分の価格を記録する。なお、共 

有する財産全体の数量、取得価格及び共有者の氏名又は名称並びに持分 

の割合を「沿革」に記録する。 

土   地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．種目別一区域ごとに別の口座番号（管理単位を含む。）とする。 

２．地番別明細については、一区域が二以上の地番にわたる場合に、地番 

ごとの数量を記録する。なお、実測数量が不明な場合には、不動産登記 

簿に記載されている数量によることとし、その旨適宜記録する。 

３．測量については、測量を実施した場合に、その年月日、実施者、測量 

の方法及び結果等を記録する。 

４．境界については、境界確定年月日、確定までの経緯等を記録する。 

５．用益物権については、地上権その他これに準ずる権利、借地権等が設 

定されている場合に、その権利の種類、権利者、権利の目的となる土地 

の数量等を記録する。森林経営用財産中分収造林、共用林野等について 

も同様とする。 

６．土地改良事業又は土地区画整理事業によって増減があった場合は換地 

告示の日によって整理する。この場合引き渡した地積の全部を減とし、 

換地を受けた地積の全部を増とする。 

立 木 竹 １．１種目ごとに別の口座番号とする。 

２．森林経営用財産中分収造林等については、用途としてその旨記録する。 

３．立木竹の台帳記録については、台帳取扱要領第１の５の(2)～(7)による。 

建 物 １．１棟ごとに別の口座番号とする。 

２．建物には、１口座を通じての建物番号を記録する。 

３．用途について、特に呼称のあるものは、その名称（例えば、本館、研 

修施設等）を記録する。 

４．構造については、主な部分の構成材料（鉄筋鉄骨コンクリート造、鉄 

筋コンクリート造、鉄骨造、木造等）、屋根の種類（かわら葺き、スレー 

ト葺き等）及び階数（平屋建、２階建等。なお、地下室又は塔屋のある 

ものは、その旨）を記録する。また、必要により、このほか建物の基礎 

材料（例えば、「基礎コンクリート打」等）、外壁の塗装（例えば、「モ 

ルタル塗」等）等を記録する。 

５．建物の数量は、建面積及び延べ面積とする。建面積については、建築基

準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第２条第１項第３号に規定する「床

面積」の原則として１階部分、延べ面積については、同令第２条第１項第



４号に規定する「延べ面積」とする。 

なお、延べ面積については、地下室、塔屋その他を含む総延べ面積を記

録する。 

６．従物（畳、建具、窓掛等。工作物を除く。）については、その価格を建 

物価格に合算する。 

７．令第21条第２号に規定する「建築費又は製造費」とは、建築又は製造 

に直接要した費用とし、建物その他の障害物の取りこわし費その他の間 

接費（注）は含まないものとする。敷地整地費は、土地の価格に加算する。

工作物及び船舶その他の動産についても、同様とする（次の８について同

じ。）。 

（注）「その他の間接費」の主な事例は、敷地調査費、伐採費、清掃費等。 

   

一般的な工事費の構成は下図のとおりであるが、建物の建築等に直接要 

した費用とその他の間接費の判断に当たっては、建築工事等の費用項目に 

拠らず、その工事目的に応じ区分することに留意する。 

  例えば、建築工事等における建物解体、地下埋設物撤去及び土壌汚染 

除去工事等、建物建築工事の着手前に必要に応じて実施するものについ 

ては、建物建築に直接要した費用には該当しないことから、間接費に区 

分し台帳価格には含めないものとする。 

  また、工事費の構成項目において、国有財産台帳に登録すべき建物の建 

築等に直接要した費用と登録すべきでないその他の間接費が、同一の工事 

契約となり、混在するような場合、按分算定を行うなどして金額を算出す 

る必要があることに留意する。 

工事費の構成 

 

 

 

 

 

 

※国有財産台帳に登録すべき建物の建築等に直接要した費用、登録すべ

きでないその他の間接費ともに、同様の構成となる。 

８．請負工事において無償で交付した材料を使用する場合又は直営工事にお 

いて既存の材料を使用する場合には、それらの材料の評価額を建築費又は 

製造費に加算する｡ 

工 作 物 １．構造又は細分が異なるごとに別の口座番号とする。ただし、必要により、 



１個等ごとに別の口座番号とすることを妨げない。 

２．建物番号については、建物に付属する工作物について、その建物の建物 

番号を記録する。 

なお、「建物に付属する工作物」とは、建物に付属して設けられた照明 

装置、冷暖房装置、ガス装置、浄化装置、通風装置、消火装置、通信装置、

昇降機等の工作物をいう。 

３．２以上の建物に付属する工作物については、主たる建物番号を記録する。 

４．構造、型式等については、構造、型式、規格、容量等を記録する。 

５．浮さん橋を台帳に記録する場合の区分及び種目は、「区分：工作物」、

「種目：橋梁」とする。 

（注） 雑船を何ら構造を変えることなく、そのままの状態で便宜的にさ

ん橋の目的をもって使用しているものは、浮さん橋として取り扱わ

ない。 

６．工作物（土留、擁壁等を含む。）の台帳登録については、「建築費又は製 

造費」の取扱いと同様とする。 

  具体的な取扱いは以下のとおり。 

イ  台帳価格に含める場合 

① 工作物の設置に伴って排出される土砂等の撤去及び運搬に係る費

用 

（注）排出される土砂等とは、擁壁工事を行う際に切土したものや、

排水溝設置のために排出した土砂等をいう（土砂と併せて撤去さ

れる樹木、立木などで明確に経費が分けられない場合を含む。）。 

②  工作物の設置と一連の作業である隣地の養生に係る費用 

  ③ 工作物を設置する際に道路の交通整理等を行う場合で、工事を行う 

ために必要不可欠な交通整理に係る費用 

④ 工作物の設置に伴って必要となる駐車場及び敷地の借受けに係る 

費用 

 ロ  台帳価格に含めない場合 

① 既設工作物等の解体撤去及び運搬並びに処分を行った費用 

② 既に崩落している土砂等の撤去及び運搬を行った費用 

③ 工事実施の際の草刈費用、樹木等の伐採及び運搬を行った費用 

 ④ 地下に埋設されていたコンクリートの解体撤去等を行った費用 

機械器具 

 

   １個ごとに別の口座番号とする。ただし、器具については、型式、規格、 

容量等の同一のものを一括して記録することを妨げない。 

船 舶 １．１隻ごとに別の口座番号とする。 

２．登録年月日、登録番号、信号符字については、船舶原簿等に登録した年 



月日、番号及び信号を記録する。 

３．船体材料については、木、鋼、軽合金等の別を記録する。 

４．速力については、航海速力及び定格出力（連続最大出力）による速力を 

記録する。 

５．航行区域については、平水、沿海、近海及び遠洋の別を記録する。 

６．主要設備及び属具については、電気設備、救命設備、消防設備、航海用 

具その他の属具等の主なものの名称（必要により、種類、型式等を適宜併 

記する｡）及び個数を記録する。 

７．属具その他の従物については、その価格を船舶価格に合算する。 

航 空 機 １．１機ごとに別の口座番号とする。 

２．機体については、機体の金属、半金属、木製等の別を記録する。 

３．翼について、翼の高翼、中翼、低翼、単葉、複葉等の別を記録する。 

４．発動機型式については、冷却方式（空冷、液冷等）及び推進方式（ピス 

トン式、ジェット式等）等を、発動機出力については、発動機の定格出力 

を記録する。 

５．乗員数については、航空機の安全な運航上必要な乗組員の最少人数を記 

録する。 

６．属具その他の従物については、その価格を航空機価格に合算する。 

地上権等 １．１区域又は１鉱区ごとに別の口座番号とする。 

２．登録番号については、鉱業原簿に登録された鉱業権の登録番号を記録す 

る。 

３．目的については、権利設定の目的（例えば、建物所有、工作物所有等） 

を記録する。 

４．地積明細については、１区域又は１鉱区が２以上の地番にわたる場合に、 

地番又は大字、字等ごとの数量を記録する。 

５．権利の存続期間を延長した場合には、沿革に延長後の終期を記録する。 

６．土地の所有者については、地上権等の目的となる土地の所有者の氏名又 

は名称を記録する。なお、鉱業権の鉱区に租鉱権が設定されている場合に 

は、租鉱権者の氏名又は名称を記録する。 

特許権等 

 

１．１件ごとに別の口座番号とする。ただし、著作権については、種類、    

縮尺、規格が同一の地図及び海図又は定期刊行物等の一連の著作物で同一 

の題号を有するものを一括して記録することを妨げない。これを適用する 

ものは、件数が多く、今後も継続して多数発生するもので、台帳の調製方 

法を簡素化しても、当該財産の管理に支障がなく、また１件別に台帳を調 

製する実益も乏しい場合に限られることに留意する。なお、この場合には、 

事前に著作権の種類、内容及びその取扱いを理財局長あて通知されたい。 



２．登録番号については、特許原簿、著作権登録簿、商標原簿、実用新案原 

簿等に登録された番号を記録する。  

３．名称等については、発明の名称、著作権の題号及び種別等を記録する。 

４．実施権、出版権等については、その権利が設定されている場合に、その 

権利者の氏名、権利の内容等を記録する。 

５．特許権等の台帳記録価格は、令第21条の規定により、購入価格等の取得 

価格又は見積価格によるものとされているが、このうち見積価格による場 

合で、同価格の算定が困難なときには一旦価格零円として記録する。 

なお、その後、民間等への使用許諾等を行ったこと等により見積価格の 

算定が可能となったときには、誤謬訂正として整理するものとする。 

政府出資等 １．銘柄ごとに別の口座番号とする。 

２．銘柄については、有価証券を発行する法人の名称及びその回数、記号等 

を記録する。 

３．内容については、１株又は１口の金額その他株式又は持分の内容を示す 

べき事項を詳細に記録する。 

（注） 優先株、劣後株、無議決権株、無額面株、無記名株、転換社債等

にあっては、その旨を記録する。 

４．勘定名については、法律の規定により勘定が設けられている法人につい 

て、その勘定名を記録する。なお、この場合には、勘定ごとに管理単位を 

設け、別口座としないよう留意する。 

５．資本金については、特別の法令により国の出資する法人の資本金を、増 

資、減資等の異動のつど記録する。ただし、これにより難い場合は適宜記 

録する。資本金を全額出資している場合は記録を省略することができる。 

６．数量については、全額出資の場合を除き、株数及び口数を記録する。 

７．株式分割等があった場合は、次による。 

①  会社法（平成17年法律第86号）第183条の規定による株式分割又は会

社法第185条の規定による株式無償割当てが行われた場合は、数量（増）

のみの整理を行う。 

②  会社法第180条の規定による株式併合が行われた場合は、数量（減）

のみの整理を行う。 

８．政府出資等のうち株式（物納により取得したもの、民法（明治 29 年法

律第 89 号）の規定により国庫に帰属したもの及び刑法（明治 40 年法律第

45 号）の規定により没収したものを除く。）又は出資による権利の台帳

記録は、台帳取扱要領第１の１２の(2)のイ～ハ又は(3)により行う。その

場合、出資累計額について、台帳に登録した累計額を記録する。 

不動産の信託の １．１件（１契約）ごとに別の口座番号とする。 



受益権 ２．信託の目的については、信託の受託者が信託財産を管理又は処分する方 

法を記録する。 

３．信託の計算の時期については、信託の収益の計算時期を記録する。 

４．信託財産については、国が信託した土地及びその土地の定着物を記録す 

る。 

 



別表２

入力 区　分

・用途(土地、立木竹、建物、工作物、船舶、航空機) 

・建物番号《台帳入力可》
・建築年月《台帳入力可》
・地番別明細 ・境界
・沿革 ・付属図面
・測量 ・備考
・用益物権等
・沿革 ・付属図面
・借地（所有者又は賃貸人・数量） ・備考
・構造（構成材料・屋根の種類・階数）《決議書入力可》 ・付属図面
・沿革 ・備考
・借地（所有者又は賃貸人・数量）
・細分《決議書入力可》 ・借地（所有者又は賃貸人・数量）
・構造型式等《決議書入力可》 ・付属図面
・沿革 ・備考
・細分 ・型式
・製造年月 ・規格容量等
・製造者 ・沿革
・製造番号 ・備考
・名称 ・主機の種類・型式及び定格出力 
・船籍港 ・航行区域
・登録年月日 ・最大とう載人員
・登録番号 ・進水年月
・信号符字 ・しゅん工年月
・船体材料《決議書入力可》 ・製造者(船体・主機） 
・長さ ・沿革
・幅 ・主要設備及び属具
・深さ ・備考
・速力
・名称 ・全長
・細分 ・全幅
・国籍記号(登録記号） ・全高
・耐空証明書番号 ・発動機（型式及び出力）
・製造年月 ・巡航速度
・製造者 ・乗員数
・製造番号 ・全備重量
・型式 ・沿革
・機体 ・主要設備及び属具
・翼 ・備考
・登録番号 ・地積明細
・目的 ・土地の所有者
・存続期間 ・付属図面
・沿革 ・備考
・登録番号 ・沿革
・名称等 ・実施権・出版権等
・存続期間 ・備考
・銘柄《決議書入力》 ・資本金
・登録機関 ・沿革
・登録番号 ・出資累計額
・内容 ・備考
・法人（名称、勘定名、住所、事業内容、設立年月日）
・信託の目的 ・沿革
・受託者 ・信託財産
・信託期間 ・付属図面
・信託の計算時期 ・備考

不動産の信託の
受益権

特許権等

政府出資等

土　地

立木竹

建　物

工作物

機械器具

船　舶

記 　録 　項 　目

国　有　財　産　台　帳　記　録　項　目

航空機

地上権等

・登記(登録) 年月日・目的(土地、立木竹、建物、船舶、航空機、地上権等、特許権等) 

・口座名
・口座番号（管理単位を含む。）
・所在

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

台
 
 
　
帳
 
 
　
入
 
 
　
力

・現在額(数量・価格） 

決
議
書
入
力
他

区分共通

建物、工作物

・種目
・異動年月日
・増減事由
・増・減額（数量・価格）
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